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新旧対照表（「荘銀ビジネスダイレクト」利用規定） 

改定前 改定後 
 
Ⅰ．荘銀ビジネスダイレクトの内容等 

3．利用申込み 
（2）サービス利用口座 

④サービス利用口座の届出 
サービス利用口座は、利用申込書により届け出るものとし、サービス利用口座各々

につき、利用申込書に押した印鑑の印影と該当口座の届出印鑑の印影を相当の注

意をもって当行が照合し、相違ないと認めて取り扱ったうえは、それらの書類に

つき偽造、変造その他の事故があったとしても、そのために生じた損害について

当行は責任を負いません。 
なお、当行は、サービス利用口座として利用できる預金種類・口座数を、契約者

に対して事前に通知することなく変更する場合があります。 
 

6．利用時間 
本サービスの利用日・利用時間は、当行が定めた利用日・利用時間内とします。 
なお、当行は契約者に事前に通知することなく変更する場合があります。 
また、当行の責めによらない回線工事等が発生した場合は、利用時間中であっても契

約者に予告なく、 本サービスを一時停止または中止することがあります。  
 

7．海外からの利用 
本サービスの利用は日本国内に限ります。海外からの利用により生じた損害について

は、当行は責任を負いません。 
また、国外からの申込みおよび問い合わせについては受け付けできません。 

 
8．本人確認 

（2）ログイン認証方式 
②電子証明書方式 

（b）電子証明書の有効期間 
電子証明書は当行所定の期間（以下「有効期間」といいます。）に限り有効

です。 
本サービスを継続して利用するためには、有効期間が満了する前に当行所定

の方法により電子証明書の更新を行う必要があります。本契約が解約された

場合、電子証明書は無効となります。 
なお、当行は契約者に事前に通知することなく、この電子証明書のバージョ

ンを変更する場合があります。  
 

（3）ログインID、ログインパスワード、確認用パスワード関連 
①ログインID、ログインパスワード、確認用パスワードの登録・管理 

契約者は当行に対して、本人確認のための「ログインID」および「ログインパス

ワード」、「確認用パスワード」（以下、これら二つのパスワードを総称して「パス
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改定前 改定後 
ワード」といいます。）を、契約者の端末から当行所定の方法により登録するもの

とします。 
パスワードの登録には、あらかじめ当行に利用申込書で届け出た照会用暗証番号

が必要となります。 
契約者がログインID、パスワードを登録する場合は、文字の種類および文字数に

ついて当行所定の範囲内で指定してください。 
契約者が本サービスの利用を開始した後は、端末の利用画面よりパスワード（ロ

グインIDを除く）を随時変更することができます。 
ログインID、パスワードは、契約者が自らの責任において厳重に管理するものと

し、第三者に開示しないでください。 
契約者の従業員がパスワードを使用する場合も、契約者が自らの責任において厳

重に管理するものとします。 
ログインID、パスワードの偽造、変造、盗用、または不正使用その他の事故があ

っても、そのために生じた損害について当行は責任を負いません。 
 

③ログインID、パスワードの失念 
契約者がログインID、パスワードのうち、いずれかを失念または漏洩した場合、

またはその恐れがある場合は、契約者は速やかに当行所定の方法により当行へ届

け出てください。 
当行への届出前に生じた損害について当行は責任を負いません。 

 
 

（5）取引における意思確認 
②本人確認情報の受信 

前項に定める操作により当行が受信した本人確認情報が、契約者により当行にあ

らかじめ登録した内容、または当行が保有する内容との一致を確認した場合は、

当行は送信者を契約者本人とみなします。 
当行が本規定にしたがって本人確認をして取引を実施した場合、本人確認情報に

ついて不正使用、その他の事故があっても当行は当該依頼を契約者の意志にもと

づく有効なものとして取扱い、そのために生じた損害について当行は責任を負い

ません。  
 

9．本人確認情報の管理 
（3）本人確認情報が第三者に知られたり盗難された場合、またはそのおそれがある場合

には、契約者は当行所定の時間内に当行に届け出るものとし、当行は本サービスの

利用を停止します。  
届出の前に生じた損害については、当行は責任を負いません。 

 
 

10．トランザクション認証用トークンの取扱い 
（1）トランザクション認証用トークンの取得・管理 

④契約者は自らの責任においてトランザクション認証用トークンを厳重に管理する

ものとし、第三者に開示・譲渡・貸与しないでください。 

とします。 
パスワードの登録には、あらかじめ当行に利用申込書で届け出た照会用暗証番号
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ついて不正使用、その他の事故があっても当行は当該依頼を契約者の意志にもと

づく有効なものとして取扱い、そのために生じた損害については、当行の責に帰

すべき事由がある場合を除き、当行は責任を負いません。  
 

9．本人確認情報の管理 
（3）本人確認情報が第三者に知られたり盗難された場合、またはそのおそれがある場合

には、契約者は当行所定の時間内に当行に届け出るものとし、当行は本サービスの

利用を停止します。  
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（1）トランザクション認証用トークンの取得・管理 
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改定前 改定後 
なお、契約者の従業員がトランザクション認証用トークンを使用する場合も、契

約者が自らの責任において厳重に管理するものとします。 
トランザクション認証用トークンの紛失・盗難等の場合、契約者は速やかに当行

にその旨を通知することとします。 
通知前に生じた損害について、当行は責任を負いません。 

 
 

⑥トランザクション認証用トークンの不具合等により、取扱いが遅延し、または不能

となった場合でも、このために生じた損害については、当行は責任を負いません。

 
 

12．サービスの廃止 
本サービスで実施しているサービスの全部または一部について、当行は契約者に事前

に通知することなく廃止する場合があります。 
また、サービス廃止時には、本規定を変更する場合があります。 

 
 

14．Eメールアドレス 
契約者はサービス利用登録時に、本サービスを介してEメールアドレスを登録すること

とします。 
当行は振込振替受付結果やその他の告知を届出のEメールアドレスに送信します。 
届出のEメールアドレスを変更する場合には、本サービス上で再登録を行うものとしま

す。  
当行が届出のEメールアドレスに送信した場合は、通信障害その他の理由による未着・

延着が発生したときでも通常到達すべきときに到達したものとみなし、それによって

生じた損害について、当行は責任を負いません。 
契約者が届け出たEメールアドレスが契約者の責めにより契約者以外の者のアドレス

になっていたとしても、 それによって生じた損害について、当行は責任を負いません。

 
15．通知手段 
契約者は、当行からの通知、確認、ご案内等の手段として当行ホームページまたは、

関連書類送付により通知することに同意するものとします。 
変更の届出がなかったために、当行からの通知等が到着しなかった場合には、通常到

着すべきときに到着したものとして取扱います。 
この届出の前に生じた損害について当行は責任を負いません。 

 
 

16．手数料 
（2）当行は、契約料、月額利用料その他本サービス利用にかかる手数料を、契約者に事

前に通知することなく変更または新設することがあります。 
また、契約料、月額利用料以外の本サービスにかかる諸手数料についても、契約

者に事前に通知することなく変更または新設する場合があります。 
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12．サービスの廃止 
当行は、1か月前の事前の通知をもって本サービスで実施しているサービスの全部また

は一部について、廃止することができます。ただし、緊急やむを得ない場合、当行は
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なし、それによって生じた損害について、当行は責任を負いません。 
契約者が届け出たEメールアドレスが契約者の責めにより契約者以外の者のアドレス

になっていたとしても、 それによって生じた損害について、当行は責任を負いません。 
 

15．通知手段 
契約者は、当行からの通知、確認、ご案内等の手段として当行ホームページまたは、

関連書類送付により通知することに同意するものとします。 
変更の届出がなかったために、当行からの通知等が到着しなかった場合には、通常到

着すべきときに到着したものとして取扱います。 
この届出の前に、当該届出がなされなかったことにより生じた損害については、当行

の責に帰すべき事由がある場合を除き、当行は責任を負いません。 
 

16．手数料 
（2）当行は、契約料、月額利用料その他本サービス利用にかかる手数料を、変更または

新設することがあります。 
また、契約料、月額利用料以外の本サービスにかかる諸手数料についても、変更
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改定前 改定後 
 
Ⅱ．提供サービス 

2．振込振替サービス 
（11）1日あたりの取引限度額 

②当行は契約者に事前に通知することなく、当行所定の取引限度額を変更することが

あります。なお、1日あたりの取引限度額の対象は、同一日に受け付た取引とし、

振込手数料は含みません。 
限度額を超えた取引依頼については、当行は受け付ける義務を負いません。 
ここでいう「1日」の起点は、毎日午前0時とします。 

 
4．総合振込 
（5）振込指定日 

振込指定日は、契約者の端末から指定して振込を依頼してください。 
この場合、当行所定の期間の銀行営業日を指定する取扱いができるものとします。

なお、当行は契約者に事前に通知することなくこの期間を変更することがありま

す。 
 

5．給与振込・賞与振込 
（5）振込指定日 

振込指定日は、契約者の端末から指定して振込を依頼してください。 
この場合、当行所定の期間の銀行営業日を指定する取扱いができるものとします。

なお、当行は契約者に事前に通知することなくこの期間を変更することがありま

す。 
 

１０．API連携 
（6）「API連携」の利用 

④当行は、前項のトークンを発行・付与した場合には、当該トークンを付与した時点

以降、当該トークンの有効期間内において、本規定に定める本人確認方法にかかわ

らず、外部サービス事業者から当該トークンを利用したアクセスがなされたものと

当行所定の方法により確認できる限り、契約者自身により当行が提供するサービス

の利用がなされたものとみなします。この場合、API連携に関し、トークンの偽造、

変造、盗用、不正使用その他の事故があっても、そのために生じた損害については、

当行は責任を負いません。 
 

（9）その他免責事項 
②当行は、外部サービス事業者に起因して契約者に発生したすべての損害について、

契約者に対し、一切の責任を負いません。 
 
 

③API連携に関する技術上の理由または当行の業務上の理由もしくはセキュリティ、

保守等の理由に基づき、契約者に事前に通知することなく、API連携の全部または

一部が一時的に制限、停止されることがありますが、そのために生じた損害につい

 
Ⅱ．提供サービス 

2．振込振替サービス 
（11）1日あたりの取引限度額 
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当行所定の方法により確認できる限り、契約者自身により当行が提供するサービス

の利用がなされたものとみなします。この場合、API連携に関し、トークンの偽造、

変造、盗用、不正使用その他の事故があっても、当行の責によるべき事由がある場

合を除き、そのために生じた損害については、当行は責任を負いません。 
 

（9）その他免責事項 
②当行は、外部サービス事業者に起因して契約者に発生したすべての損害について、

当行の責によるべき事由がある場合を除き、契約者に対し、一切の責任を負いませ

ん。 
 
③API連携に関する技術上の理由または当行の業務上の理由もしくはセキュリテ

ィ、保守等の理由に基づき、契約者に事前に通知することなく、API連携の全部

または一部が一時的に制限、停止されることがありますが、そのために生じた損
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改定前 改定後 
て当行は責任を負いません。 

 
 

（10）外部サービス事業者が提供するサービスの終了 
①契約者は、外部サービス事業者が提供するサービスを終了させることを希望する場

合には、外部サービス事業者に対し、サービス利用契約の解約またはサービスの利

用停止等の措置を申し出るものとします。かかるサービス利用契約の解約またはサ

ービスの利用停止等の申出を行った場合であっても、当行が当行所定の方式により

サービス利用契約が解約され、またはサービスが利用停止されたことを確認するま

での間、当行は、サービス利用契約が有効に存続しまたはサービスが利用停止され

ることなく継続しているものとしてみなしてAPI連携の提供を続けることができ

るものとし、これによって契約者に生じた損害について当行は責任を負いません。

 
 

②前項のほか、契約者と当行との間における普通預金規定（総合口座取引規定を含

みます。）、当座預金規定等の各種規定にかかる契約が解約、有効期間の満了その

他の事由により失効した場合には、API連携も当然に終了するものとします。ま

た、外部サービス事業者と当行との間におけるAPI連携にかかる契約のいずれか

が解約、有効期間の満了その他の事由により失効した場合には、当該外部サービ

ス事業者との間におけるAPI連携も当然に終了するものとします。 かかるサービ

スの終了によって契約者に生じた損害について当行は責任を負いません。 
 
 
Ⅳ．届出事項の変更等 

1．契約者は、本サービス申込書に記載の届出事項の内容に変更がある場合には、代表利

用口座のお届印の印章により記名捺印した当行所定の書面により取引店に直ちに届け

出るものとします。 
変更の届出は当行の変更処理が終了した後に有効となります。 
この届出の前に生じた損害については、当行は責任を負いません。 

 
 
Ⅴ．免責事項 

当行は契約者が操作されたパソコン等の端末から送信された本人確認情報を当行に登録

されている本人確認情報の一致を確認し取扱ったうえは、本人確認情報の不正使用その

他の事故があっても、そのために契約者に生じた損害については、当行は責任を負いま

せん。 
 
3．公衆電話回線、専用電話回線等の通信経路ならびにインターネット網において盗聴等

がなされたことにより契約者のログインID、暗証番号等、パスワード、トランザクシ

ョン認証番号またはサービス利用口座の残高ならびに取引明細等の取引情報が漏洩し

たあるいは改ざんされた場合、そのために生じた損害について当行は責任を負いませ

ん。 
 

害については、当行の責によるべき事由がある場合を除き、当行は責任を負いま

せん。 
 

（10）外部サービス事業者が提供するサービスの終了 
①契約者は、外部サービス事業者が提供するサービスを終了させることを希望する場

合には、外部サービス事業者に対し、サービス利用契約の解約またはサービスの利

用停止等の措置を申し出るものとします。かかるサービス利用契約の解約またはサ

ービスの利用停止等の申出を行った場合であっても、当行が当行所定の方式により

サービス利用契約が解約され、またはサービスが利用停止されたことを確認するま

での間、当行は、サービス利用契約が有効に存続しまたはサービスが利用停止され

ることなく継続しているものとしてみなしてAPI連携の提供を続けることができ

るものとし、これによって契約者に生じた損害については、当行の責によるべき事

由がある場合を除き、当行は責任を負いません。 
 
②前項のほか、契約者と当行との間における普通預金規定（総合口座取引規定を含

みます。）、当座預金規定等の各種規定にかかる契約が解約、有効期間の満了その

他の事由により失効した場合には、API連携も当然に終了するものとします。ま

た、外部サービス事業者と当行との間におけるAPI連携にかかる契約のいずれか

が解約、有効期間の満了その他の事由により失効した場合には、当該外部サービ

ス事業者との間におけるAPI連携も当然に終了するものとします。 かかるサービ

スの終了によって契約者に生じた損害については、当行の責によるべき事由があ

る場合を除き、当行は責任を負いません。 
 
Ⅳ．届出事項の変更等 

1．契約者は、本サービス申込書に記載の届出事項の内容に変更がある場合には、代表利

用口座のお届印の印章により記名捺印した当行所定の書面により取引店に直ちに届け

出るものとします。 
変更の届出は当行の変更処理が終了した後に有効となります。 
この届出の前に、当該届出がなされなかったことにより生じた損害については、当行

の責に帰すべき事由がある場合を除き、当行は責任を負いません。 
 

Ⅴ．免責事項 
当行は契約者が操作されたパソコン等の端末から送信された本人確認情報を当行に登録

されている本人確認情報の一致を確認し取扱ったうえは、本人確認情報の不正使用その

他の事故があっても、そのために契約者に生じた損害については、当行の責に帰すべき

事由がある場合を除き、当行は責任を負いません。 
 

3．公衆電話回線、専用電話回線等の通信経路ならびにインターネット網において盗聴等

がなされたことにより契約者のログインID、暗証番号等、パスワード、トランザクシ

ョン認証番号またはサービス利用口座の残高ならびに取引明細等の取引情報が漏洩し

たあるいは改ざんされた場合、そのために生じた損害については、当行の責に帰すべ

き事由がある場合を除き、当行は責任を負いません。 
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改定前 改定後 
4．システムの更改あるいは、障害時には、本サービスを停止する場合がありますが、そ

のために生じた損害について当行は責任を負いません。 
 
 

6．本サービスに使用する機器および通信媒体が正常に稼動しなかったことにより取引が

成立しない、または成立した場合、それにより生じた損害について当行は責任を負い

ません。 
 
 

7．コンピュータウイルスによる損害が生じたとき、それにより生じた損害について当行

は責任を負いません。 
 
Ⅵ．解約 

1．契約者からの解約 
本サービスは、契約者の都合によりいつでも解約することができます。ただし当行に

対する解約の通知は、当行所定の書面によるものとします。 
なお、解約の届出は当行の解約手続きが終了した後に有効となります。 
解約手続終了前に生じた損害について当行は責任を負いません。 

 
 
2．当行の判断による解約 

当行の都合により本サービスを解約する場合は、届出の住所に解約の通知を行いま

す。その場合、その通知が延着しまたは到着しなかった場合でも、通常到着すべきと

きに到着したものとみなします。 
 

（4）住所変更等の届出を怠るなど契約者の責に帰すべき事由により、契約者の所在が把

握できないとき。 
 
Ⅶ．規定の変更 

1．当行は、本規定の内容を、本サービスの利便性の向上または運用に支障をきたす恐れ

がある場合等は、契約者に事前に通知することなく変更する場合があります。その場

合、変更日以降は変更後の規定に従い取扱うものとします。 
 
2．変更日以降、契約者が新たに本サービスを利用したときは、変更後の規定を承認した

ものとみなします。なお、当行の任意の変更によって損害が生じたとしても、当行は

責任を負いません。 

 

 
4．システムの更改時または障害時には、本サービスを停止する場合がありますが、当行

が相当の注意をもってシステムの更改、復旧または維持管理を行い若しくは行わせた

ときは、そのために生じた損害について当行は責任を負いません。 
 

6．契約者は本サービスに使用する契約者自身の機器および通信媒体が正常に稼動する環

境について、自ら責任を負うものとします。契約者自身の通信機器が正常に稼働しな

かったことにより取引が成立しない、または成立した場合、それにより生じた損害に

ついて当行は責任を負いません。 
 

7．当行の責に帰すべき事由によらずにコンピュータウイルスによる損害が生じたとき、

それにより生じた損害について当行は責任を負いません。 
 
Ⅵ．解約 

1．契約者からの解約 
本サービスは、契約者の都合によりいつでも解約することができます。ただし当行に

対する解約の通知は、当行所定の書面によるものとします。 
なお、解約の届出は当行の解約手続きが終了した後に有効となります。 
解約手続終了前に生じた損害については、当行の責によるべき事由がある場合を除

き、当行は責任を負いません。 
 

2．当行の判断による解約 
当行の都合により本サービスを解約する場合は、届出の住所に解約の通知を行いま

す。当行が行った通知が延着しまたは到着しなかった場合には、通常到着すべきとき

に到着したものとみなします。 
 

（4）住所変更等の届出を怠るなどにより、当行が相当と認める期間、契約者の所在が把

握できないとき。 
 
Ⅶ．規定の変更 

1．当行は、法令、経済情勢、経営状況の変化・変動その他の事情に照らして、本規定の

変更が必要である場合には、本規定の内容を、変更する場合があります。 
 
 
2．前記(1)の変更は、変更後の本規定の内容ならびに変更後の本規定の効力発生時期を、

ホームページその他適切な方法により周知し、その際に定める適用開始日から適用さ

れるものとします。 

 
 


